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環境行政によって環境はよくなったか？
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伊永隆史・加瀬野悟
1。はじめに
　　第10号の記念号となる今年度のセンター報編集委員会から，標題について環境管理センター専
任教官としての考えを論評するよう求められ，大変な重荷を感じている。もちろん，岡山大学の
水質環境だけではなく，岡山の地域環境，わが国の環境問題，さらに国際的な地球環境にも常日
頃から関心を持っているが，環境行政との関連については政府発行の「環境白書」や数種類の環
境公害関連雑誌に目を通す程度で，論評に十分な知識を持っているとは言い難いように思う。し
かし考えてみると，「環境科学」という新しい領域は，従来の固定的な学問領域とは全く異なり，
　自然科学はもとより，人文・社会科学までを包含したもので，そのことは昨年11月に発足した
　「環境科学会」　（会長　不破敬一郎　国立公害研究所・所長）の会員構成を見ても明らかである。
　従って，「環境科学』という学際領域に身を置く以上，環境保全に関する理工学だけではなく，
法律・経済・社会学や医学・免疫学的視野なども多少は勉強する必要があろうとの自己解釈で，
　この論評を引き受けることにした。ところが，当然のことながらこれらすべてを網羅することは
不可能に近いことで，やはりある程度焦点を絞った形での論稿にならざるを得なかったことを，
　まず始めに断っておきたい。
2．わが国の環境に対する一般的評価
　　社会科学的見地からの環境の質的評価を行おうとする
　研究は，環境庁国立公害研究所や大阪大学・筑波大学な
　どでいろいろな地域で種々の試みがなされているが，い
　ま一つ普遍性がないように見受けられる。
　　そこで，身近な情報源として，今年6月に岡山市立の
　某中学校で作製された学級弁論大会の要旨集から，「中
　学生の眼で見た環境に対する評価」を拾ってみた（図1）。
　すると，驚くべきことに男子生徒は24名中19名，女子生
　徒は20名中4名が，この弁論大会で環境問題を取り上げ
　ているのである。これは同時に取り上げられた校則（5＞，
図1　中学生の問題意識
　　　（弁論大会の課題から）
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戦争・平和（4），受験勉強（4），交通事故（2），福祉（2），その他（4）などの問題に比べて，際
だって高い割合を占めており，自分達の住んでいる地域環境の保全・保護について，現代っ子の
代表格である中学生が身近な問題として感じていることを大変よく表している。
　中学生の取り上げている環境問題は，まず瀬戸大橋で問題となった騒音に始まり，水質汚濁，
大気汚染，ゴミ処理と幅広いが，特に自然保護の観点が随所に見受けられる。このように，自分
達の周辺環境にも眼を向けようとする態度は，自然に恵まれていた我々の世代には思いもよらな
かったことであるが，高度先端といわれる科学技術時代の到来により，次世代に残してやるのに
ふさわしい自然環境を取り戻すことはもう難しくなったと言わざるを得ないのは本当に寂しいこ
とである。
3．水質環境の改善状況
　　最近，水資源・大気資源・土壌資源などを環境資源と呼び，地球的規模での環境資源を対象に
　これと共存するための「人間と環境のシステム」という考え方が日本学術会議の環境工学グルー
　プなどで積極的に提唱されるようになった。なかでも，環境制御に関する社会とのコミュニケー
　ション技法や環境の危機的状況を回避するための社会的合意の形成などが，環境資源の一段の改
　善を図るうえで重要視されてきていることは見逃せない。
　　わが国の水質環境については，昭和62年度の環境白書に詳しいが，近年相次いで実施された
　「水質汚濁防止法改正」，「瀬戸内海環境保全特別措置法」，　「湖沼水質保全特別措置法」など
　による環境政策の進展に伴い，閉鎖性海域や水質汚濁の著しい湖沼については現在富栄養化対策
　も含めた総合的な水質保全対策が推進されている途中との見方ができる。しかし，赤潮の発生原
　因が未だに十分解明できない環境科学研究の現況を考慮すれば，水質環境の全般的改善はむしろ
　今後に期待すべき状況にあるというのが正しいのではなかろうか。
　　また，都市部の河川については，水辺空間の確保という観点からも十分な水質浄化を図る必要
　があり，下水道の急速な普及が望めない以上，小規模の生活雑排水処理装置の開発と普及を推進
　すべき時期にきていると考えられる。これには地域の住民の啓蒙とそれによる自主的な水質保全
　活動を行政が支援することが大事であろう。
　　水銀，カドミウム，鉛，ヒ平等の有害物質については，一時の危機的状態からは完全に抜け出
　し，環境汚染事象がほとんど見られないところまで改善されてきた。しかし，多種少量生産型の
　先端技術を指向する産業界において，従来ほど量的には多くないが，上記元素を含む有機金属化
　合物を始め特殊な有害化学物質を多品種にわたって使用する傾向が強まってきていることは注目
　に値する。この種の有機金属化合物は，水俣病におけるメチル水銀の例を見るまでもなく，有機
化によって一般に毒性が強化されるため，たとえ少量であっても廃棄には万全の注意が払われな
　ければならない。また，この種の有機金属化合物の中には化学的にも，生物的にも分解・処理の
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極めて困難なものが少なくないことも，近未来の水質環境を考えるうえで検討に値しよう。
　翻って，岡山大学の水質環境に注目した場合にも，わが国の状況と同様の見方をしてよいと思
う。すなわち各種の法規制に対処するため昭和50年代に集中的に行われた水質環境管理の諸施策
により，無機・有機廃液処理施設や実験洗浄・生活排水の処理・計測監視体制などが，ここ十数
年間に相次いで整備され，一時の危機的な状態からは脱却できたわけであるが，まだまだ万全と
いうには程遠い。無機・有機廃液処理設備は永年にわたる使用と大学充実に伴う処理量増加のた
め，パンク寸前の状態にあり，大規模な設備更新をここ1～2年で実現しなければならない状況
に至っている。また，実験洗浄排水では毎月1回⑱定期水質検査で種々の異常値が検知される状
況にあり異常の起こつtc排水を貯留・処理するtめの貯留設備やpH調整設備・低濃度水銀処理設
備の充実などが今後の課題となっている。　　　　　　　　　　（以上＝　文責　伊永）
4．大気環境の改善状況
　　戦後の高度成長時代のばいじん，硫黄酸化物等の大気汚染の対策として，国レベルの法律とし
　ては昭和37年に初めて「ばい煙の排出の規制に関する法律」が制定された。その後，昭和・43年に
　は大気汚染防止法が制定され，昭和44年に硫黄酸化物に係る環境基準の閣議決定，昭和45年のい
　わゆる公害国会における大気汚染防止法の改正，さらには，二酸化硫黄，二酸化窒素等に係る環
　境基準の設定，硫黄酸化物・窒素酸化物等に係る排出規制の数次にわたる強化，自動車排ガス規
　制の強化が行われてきた。
　　この法的規制をクリアーするために新しい大気汚染防止技術が生み出され，わが国の公害防止
　技術は大きく進歩した。しかしこれらの施策は環境基準を達成するためのいわゆる対処療法的な
　もので，公害防止の域を出ていなかったといえる。
　　実際の大気汚染の状態を環境大気汚染測定局での測定データーから見てみると，二酸化硫黄に
　よる大気汚染のように改善が進み，殆どの地域で環境基準が達成され，さらに減少傾向にあるも
　のもあれば，二酸化窒素，光化学オキシダント，浮遊粒子状物質のようにあまり改善が進んでい
　ないものも多い。
　　改善の進んでいない二酸化窒素には工場等の固定発生源のみならず自動車等の移動発生源が汚
　染に大きく寄与しており，一酸化炭素も自動車排出ガスの寄与が大きいといわれている。また：光
　化学オキシダントは窒素酸化物と炭素水素類の光化学反応によって生成されるが，窒素酸化物，
　炭素水素の発生源としての自動車の寄与は大きい。このように最近の大気汚染は工場などの公害
　型ではなく，大都市圏を中心とした都市型とでもいえる汚染が深刻になってきている。この対策
　として大都市圏（神奈川県，大阪府，東京都）での窒素酸化物の総量規制，小型ボイラー，ディ
　ーゼル機関，ガスタービンなどの固定発生源の規制の強化が行われているが，大都市圏での窒素
　酸化物の環境基準は依然達成できていない。このため自動車排出ガス低減対策，自動車交通対策，
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群小発生源対策などが急務の課題とされている。
　浮遊粒子状物質の環境基準の達成率は極めて低く，ここ数年達成率が上昇してきたとはいうも
のの昭和61年度で56．8％に留まっている。この浮遊粒子状物質については重量のみではなく，そ
の粒子に含有される重金属等の量が重要であり，国設大気測定局で粒子中のベンゾピレン，水銀
の分析を行っている。
　また最近ではIC産業を始めとする先端技術の進歩に伴う大気汚染やアスベストやダイオキシ
ンなどの未規制物質による大気汚染が注目されている。特にアスベストの一般大気環境中の濃度
は，一般国民にリスクを与えるようなレベルではないが，環境蓄積性が高く，すでに広範に使用
されていることから，アスベストの大気環境中への排出抑制と環境濃度の推移の把握が重要であ
るとされている。さらにゴミ焼却場における廃乾電池や蛍光灯中の水銀や燃焼過程で非意図的に
生成するダイオキシン類については，問題となるレベルではないとはいえ今後もモニタリングが
重要とされている。
　このように最近の大気汚染では従来型の汚染に加えて極めて低濃度ではあるが環境（人間も含
めた生体環境及び自然環境）に多大な影響を与える汚染が重要となってきている。これらの大気
汚染に対しての施策は従来の公害防止型，対処療法的なものでは対処できず，広い範囲での環境
影響の調査とモニタリング結果に基づき，現在だけではなく将来にわたる自然環境全体でのバラ
ンスを考えた政策でなければならない。
　加えて，フロンガスによる成層圏オゾン層の破壊問題などのように，わが国だけではなく，国
際的に規制を必要とする汚染も問題となっている。酸性雨についても同様で広範な範囲での調査
や研究が急務とされており，わが国の環境政策も地球規模での環境政策に転換を迫られている。
　以上述べたように，わが国の大気環境は従来の公害型汚染については今日までの施策によりあ
る程度改善されたといってもよかろう。しかし現在でも二酸化窒素をはじめとする都市型とでも
いえる大気汚染は継続しており，その対応を迫られている。加えて，未規制物質の大気汚染の施
策は自然環境全体を見据えたグm一バルなものでなくてはならず，地球規模での大気汚染につい
ても政策を打ち出さねばならない状況になっていると言えよう。
5．その他の環境問題
　　前述した水質環境および大気環境の汚染問題の他にも，環境問題は数多く存在する。
　　一例をあげると，瀬戸大橋にみられるような交通騒音・振動問題，新しい技術開発に伴って使
　用の増大する未規制物質の問題，医療系廃棄物，生活排水による河川・湖沼等の汚染，………。
　　これらの新しい環境問題はこれまで行ってきた公害防止・対処療法的な環境政策では解決でき
　るものは少なく，各々の問題毎に長期間・自然環境全体さらに地球規模まで見据えた政策の策定
　が必要であろう。
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6．おわりに
　　わが国のこれまでの環境政策はOECDのレポートにもあるように対処療法的にはある程度成
　功したといえる。しかし今なお数多くの環境問題が存在し，その汚染が進んでいるもの，施策が
　なされていないものも多い。
　　わが国の環境政策の基本施策を論じている環境白書の昭和63年度版の副題は「地球環境保全に
　向けてのわが国の貢献」である。この題からもわかるようにわが国の環境政策は大きな転換期に
　きているといえよう。白書ではこれまでの国内の公害防止型政策から地球環境の未来に対するわ
　が国の責任と途上国への援助，地球環境の調査研究および技術開発の取り組みまで含めた政策に
　変換すべきだと指摘している。
　　わが国の環境政策は，開発と環境保全，地球規模での環境保全，より快適な環境作りという本
　当の意味での環境政策になりつつあるように思われる。今後の政策に期待すると共に，白書でも
　指摘しているように一人ひとりの行動が地球に及ぼす影響をよく考えて自分たちの生活を見直す
　「地球人としてのライフスタイル」の確立が必要であることを敢えて指摘しておきたい。
　　「環境行政によって環境はよくなったか？」という非常に大きなテーマについて述べてきたが、
　著者らの限られた知識，限定された範囲での多少独断的ともいえる論述になったことをお詫びし
　て筆を置きたい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上：、文責　加瀬野）
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